
第８次埼玉県地域保健計画（案）に係る圏域別取組【詳細版】（案） 

 

※ 修正箇所は、下線（赤字）部分です。 

１ 

県央保健医療圏 
 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数          528,558 人 

人口増減率（H27～R2） △0.1％     [1.1％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳  60,080 人（11.4％）  [12.0％] 

15～64 歳 303,620 人（57.4％）  [60.8％] 

65 歳～   150,438 人（28.5％）  [27.1％] 

出生数（人）    3,118 人 

出生率（人口千対）     5.9      [ 6.4] 

死亡数（人）    5,649 人 

死亡率（人口千対）    10.7      [10.5] 

データソース 

 （人口）令和２年国勢調査 人口等基本集計 

 （出生・死亡）令和３年人口動態総覧 
保健所 鴻巣保健所 
圏 域 

（市町村） 
鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

取組名 生涯を通じた健康づくり対策 

【現状と課題】 

 誰もが健康で、生き生きとした生活を送れることは、人生において非常に重

要なことです。 

 県央保健医療圏の高齢化率を見ると、平成２４年の２１．４パーセントから

令和４年（いずれの年も１月１日現在）には２８．８パーセントへと、１０年

で７．４ポイント増加しており、今後も増加が予想されます。 

 その一方で、例えば悪性新生物の死亡者数は、平成２３年の１，２７２人か

ら令和３年には１，５７２人へと増加しており、心疾患（高血圧症を除く）な

ども含めた生活習慣病患者の増加が懸念されます。さらに、高齢化の進展に伴

い、要介護者の増加も見込まれます。 

 このような高齢社会において、生き生きとした生活を送るためには、健康で

自立した生活を送ることができる期間、いわゆる健康寿命を可能な限り延ばし

ていくことが大切です。 

 そのためには、住民一人一人が自己の問題として適正な生活習慣を理解し、
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長期にわたってその習慣を実践していく必要があります。あわせて、自己の健

康状態を把握し、生涯を通じた健康づくりに取り組むことが重要となります。 

 これらを実施するためには、住民個人の取組はもとより、行政や学校、企業・

団体、家庭など地域社会が一体となって健康づくり対策に取り組む必要があり

ます。 

 

【施策の方向（目標）】 

生活習慣病予防など地域での健康づくり対策を推進し、住民が生涯を通じて

健康で生き生きと暮らせる地域社会を目指します。 
 

【主な取組及び内容】 

■特定健診及び特定保健指導受診率の向上並びに特定保健指導及び重症化予防

等の充実 

  生活習慣病に対する特定健診の重要性を踏まえ、管内の市町国保特定健診の

受診率の向上を支援します。また、特定保健指導及び重症化予防の充実に取り

組みます。 

       〈実施主体：市町、医療保険者、医師会、歯科医師会、保健所〉 

 

■食育の推進 

 食育（＊）の意義や重要性をあらゆる世代に普及啓発します。また、共食の

頻度を増やすとともに、栄養バランスのとれた食生活の実践を促進します。 

 〈実施主体：市町、教育委員会、学校、保健所、歯科医師会、給食施設、食 

       生活改善推進員等〉 

 

■生活習慣病予防のための健康教育及び普及啓発の充実強化 

  栄養、食生活、運動、休養、飲酒、歯・口腔の健康等を取り入れた普及啓発

を行います。また、各種健診（検診）の受診率向上に努めます。 

 〈実施主体：市町、保健所、医療保険者、医師会、歯科医師会、薬剤師会、 

       事業所、商工団体、食生活改善推進員、関係団体〉 

 
■禁煙対策・受動喫煙防止対策の推進 

 喫煙が健康に及ぼす影響を正しく理解してもらうとともに、公共的施設、事

業場、飲食店等における適切な受動喫煙防止対策を推進します。 
 〈実施主体：市町、教育委員会、保健所、医療保険者、医師会、歯科医師会、 

       事業者、飲食店経営者、商工団体、関係団体〉 
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■高齢者等の健康づくりのための関係機関の連携 
 高齢者が地域において健康で生き生きと暮らせるよう、関係する多職種が連

携、協力する体制を整備し、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の取

組を推進します。 
 〈実施主体：市町、保健所、医師会、医療機関、歯科医師会、県福祉事務所、 
       地域包括支援センター、介護保険事業所、関係団体〉 

 
■健康づくり支援のための人材育成 

 介護予防の取組を始めとする高齢者の健康づくりや、適正な生活習慣確立の

ための取組を支援する人材の育成をします。 
 〈実施主体：市町、保健所、医師会、医療機関、歯科医師会、県福祉事務所、 
       地域包括支援センター、介護保険事業所、関係団体〉 
 

＊食育とは：食を通じた県民の心身の健康増進と、豊かな人間形成を目指すとともに、食への感謝の念と 

      理解を深めること。 
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県央保健医療圏 
 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数          528,558 人 

人口増減率（H27～R2） △0.1％     [1.1％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳  60,080 人（11.4％）  [12.0％] 

15～64 歳 303,620 人（57.4％）  [60.8％] 

65 歳～   150,438 人（28.5％）  [27.1％] 

出生数（人）    3,118 人 

出生率（人口千対）     5.9      [ 6.4] 

死亡数（人）    5,649 人 

死亡率（人口千対）    10.7      [10.5] 

データソース 

 （人口）令和２年国勢調査 人口等基本集計 

 （出生・死亡）令和３年人口動態総覧 
保健所 鴻巣保健所 
圏 域 

（市町村） 
鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

取組名 親と子の保健医療対策  

【現状と課題】 

 次代の社会を担う子供たちが心身ともに健康に育つことは、地域社会全体の

願いであるとともに責務です。 
 子供たちの健やかな育成は、社会等の外部環境に大きく影響されます。妊産

婦や子育て世代を取り巻く社会環境の変化は、経済的な不安や孤立感を抱くな

ど養育者の心の状態に与える影響のみならず、子供の心の発達に影響を与える

と考えられます。メディアの利用による人とのかかわりの不足やあらゆる情報

の氾濫は、子供たちの心身に影響を与え、様々な健康問題を生じさせます。こ

れらの状況に対応するためには、妊娠期から子育て期まで切れ目のない一貫し

た対策や支援体制が必要になります。 
 また、疾病予防や早期発見・早期治療が円滑に行えるよう、保健・医療・福

祉サービスの充実とともに、教育分野との連携が望まれます。特に、障害によ

り医療的ケアが必要な子供への学校における支援の実施が求められています。 
 思春期にある子供の心の健康問題は、性行動の活発化・低年齢化による若年
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妊娠や性感染症の問題、薬物乱用、喫煙・飲酒、過剰なダイエットなど生涯に

わたる健康障害につながると指摘されています。自分の心身の健康管理を行う

「プレコンセプションケア（＊）」を推進していくことが必要です。 
 

【施策の方向（目標）】 

安心して妊娠・出産・子育てができるように切れ目ない支援及び次代を担う

子供たちが等しく愛護され、心身ともに健やかに育つ、親と子への一貫した保

健医療対策を充実強化します。 
 

【主な取組及び内容】 

■妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援体制の充実 
 健康診査や健康相談等の充実により、妊産婦、乳幼児の健康の確保、子育て

中の親の支援等を行います。また、在宅療養や発達障害への支援体制を整備・

充実します。 
 〈実施主体：市町、医師会、歯科医師会、保健所、母子愛育会、児童発達支 
       援事業所等〉 
 
■小児期の心の健やかな発達の促進 

 小児期の心の健康問題の発生を防止するため、小児科医、精神科医、臨床心

理士による健康相談を実施し、学校を含む関係機関と連携のもとに児童・家族

を支援します。 
         〈実施主体：児童相談所、市町、教育委員会、学校、保健所〉 
 
■思春期の保健対策の強化と健康教育の推進 

 思春期における若年妊娠や性感染症、薬物乱用、喫煙などの問題に対応する

ため、子供たちが、心身の健康についての正しい知識を身に付け、自ら判断し、

健康管理ができる力を身に付けることを推進します。また、学校、家庭、地域

が連携して保健指導や保護者への普及啓発等の取組を推進します。 
   〈実施主体：教育委員会、学校、医師会、市町、保健所、母子愛育会等〉 
 
■小児救急医療の適正受診の推進等 

 小児救急電話相談、ＡＩ救急相談の普及啓発を図り、医療機関案内の充実に

よる医療機関の負担軽減、適正受診の推進及び親の安心確保を図ります。また、

小児救急医療体制の拡充を図ります。 
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              〈実施主体：保健所、市町、医師会、医療機関〉 

 

■歯科保健医療対策の充実 
 親と子のう蝕・歯周病予防を推進するため、関係機関の連携により歯科保健

医療対策の充実を図ります。 
   〈実施主体：歯科医師会、児童福祉施設、幼稚園、学校、市町、保健所〉 

 

＊プレコンセプションケアとは：WHO（世界保健機関）では「妊娠前の女性とカップルに医学的・行動学 

               的・社会的な保健介入を行うこと」と定義。若いうちから男女ともに将 

               来の妊娠等も意識し、自分の心身の健康管理を行うこと。 
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県央保健医療圏 
 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数          528,558 人 

人口増減率（H27～R2） △0.1％     [1.1％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳  60,080 人（11.4％）  [12.0％] 

15～64 歳 303,620 人（57.4％）  [60.8％] 

65 歳～   150,438 人（28.5％）  [27.1％] 

出生数（人）    3,118 人 

出生率（人口千対）     5.9      [ 6.4] 

死亡数（人）    5,649 人 

死亡率（人口千対）    10.7      [10.5] 

データソース 

 （人口）令和２年国勢調査 人口等基本集計 

 （出生・死亡）令和３年人口動態総覧 
保健所 鴻巣保健所 
圏 域 

（市町村） 
鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

取組名 心の健康対策の推進 

【現状と課題】 

 社会の成熟化によりみられる社会環境や価値観の複雑多様化は、同時に社会

構成員の精神的ストレスを増大させ、様々な心の健康問題を生じさせています。 
 また、コロナ禍が長引く中で、生活苦に陥ったり、孤立して周囲に相談でき

なくなったりする人が依然として多いとみられています。特に女性や小・中・

高生の自殺者が増えるなど、今後対応すべき課題が顕在化しました。 
 この自殺の背景には、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめなど様々な

心の健康問題があると考えられます。 
 誰もが生き生きと暮らすためには、身体の健康だけではなく心の健康が不可

欠であることは言うまでもありません。心の健康を確保するためには、初期の

段階からいつでも相談できる支援体制を整備する必要があります。 
 精神症状により自傷他害のおそれのある場合や、精神疾患の急性症状に対し

ては、速やかな治療が必要であり救急医療体制の充実が求められます。また、

多様な精神疾患等に適切に対応するためには、医療機関相互の連携が必要とな
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ります。 
 精神障害者は、精神疾患を有するというだけではなく、社会生活を送る上で

様々な困難を有する障害者でもあります。このため、地域社会で生活をするに

当たり、多くの困難を軽減できるよう障害福祉サービス等の提供など、精神障

害にも対応した地域包括ケアシステムの構築が重要となります。 
 また、各種統計によれば、認知症患者が急増することは明らかであり、介護

をする家族の負担軽減や、患者に対する適切な医療やケアを提供する体制の整

備を図る必要があります。 
 

【施策の方向（目標）】 

 地域の関係機関・団体が連携を強化し、住民誰もが安心して暮らしていける

相談・支援体制を整備します。また、精神障害者が精神疾患の悪化や再発を予

防しながら、地域社会の一員として、安心して自分らしく暮らせる地域づくり

を推進します。 
 

【主な取組及び内容】 

■精神保健福祉・訪問指導体制の強化 

 各種相談機関の職員に対して専門研修や情報提供を行い、地域住民が必要な

時にいつでも相談できる相談支援体制の充実を図ります。 

 〈実施主体：医療機関、訪問看護ステーション、障害福祉サービス事業所、 

       地域包括支援センター、介護保険事業所、保健所、市町〉 

 

■精神医療対策の充実 

 身体合併症を持った精神障害者への救急医療の提供など、多様な精神疾患等

に適切に対応するため、医療機関相互の連携強化を図ります。 

       〈実施主体：医療機関、訪問看護ステーション、保健所、市町〉 

 

■退院後支援と地域包括ケア体制の充実 

 保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神障害にも対応した地

域包括ケアシステムの構築に向けたさらなる連携強化を図ります。 

 〈実施主体：医療機関、訪問看護ステーション、障害福祉サービス事業所、 

       地域包括支援センター、介護保険事業所、保健所、市町〉 
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■認知症ケア 

 精神症状や徘徊などの行動・心理症状（周辺症状）が出現した場合や、身体

疾患を持つ場合等でも、適切なサービスや医療を受けながら地域で暮らしてい

けるよう、関係機関における支援体制の充実に取組みます。 

 〈実施主体：医師会、医療機関、歯科医師会、認知症疾患医療センター、訪 

       問看護ステーション、障害福祉サービス事業所、地域包括支援 

       センター、介護保険事業所、保健所、市町〉 
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県央保健医療圏 
 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数          528,558 人 

人口増減率（H27～R2） △0.1％     [1.1％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳  60,080 人（11.4％）  [12.0％] 

15～64 歳 303,620 人（57.4％）  [60.8％] 

65 歳～   150,438 人（28.5％）  [27.1％] 

出生数（人）    3,118 人 

出生率（人口千対）     5.9      [ 6.4] 

死亡数（人）    5,649 人 

死亡率（人口千対）    10.7      [10.5] 

データソース 

 （人口）令和２年国勢調査 人口等基本集計 

 （出生・死亡）令和３年人口動態総覧 
保健所 鴻巣保健所 
圏 域 

（市町村） 
鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

取組名 在宅医療の推進  

【現状と課題】 

 生活習慣病（慢性疾患）が死因の上位を占めるという疾病構造の変化や高齢

化の進展に伴い、要介護認定者や認知症患者は大幅に増加しています。そのた

め、自宅や地域で疾病や障害を抱えつつ生活する人が今後も増加していくこと

が見込まれます。 
 令和５年（２０２３年）における６５歳以上の県央保健医療圏内高齢者人口

は約１５万４千人（町（丁）字別人口（令和５年１月１日現在））ですが、令和

２２年（２０４０年）には約１７万１千人（国立社会保障・人口問題研究所「日

本の地域別将来推計人口（平成３０年３月推計）」）となり、同年の７５歳以上

の人口割合は、現在の１５．６％から２０．３％に増加します。 

 このような、疾病構造の変化や高齢化の進展、医療技術の進歩に伴い、在宅

医療のニーズは大幅に増加し、また多様化しています。 
 このため、在宅での療養を希望する患者が住み慣れた地域で自分らしい生活

を続けられるよう、多職種連携の強化による地域包括ケアシステムの構築、在
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宅緩和ケアの推進、ＡＣＰ（＊）の普及・啓発が求められています。 
 また、住み慣れた自宅等で自分らしい生活を続けるというニーズは、高齢者

だけのものではありません。医療依存度の高い難病患者や小児慢性疾患患者等

に対する在宅療養の支援も必要になります。 
 

【施策の方向（目標）】 

地域の関係機関・団体が連携を強化し、誰もが安心して住み慣れた地域で在

宅療養できる支援体制を構築します。 
 

【主な取組及び内容】 

■関係機関・団体の連携強化 

 在宅療養には様々なサービスが必要となります。このため、医療・保健・介

護・福祉等、地域の関係機関・団体が相互に補完・協力できるよう連携強化を

図ります。 
 〈実施主体：市町、医師会、医療機関、歯科医師会、薬剤師会、訪問看護ス 
       テーション、地域包括支援センター、介護保険事業所、保健所〉 
 
■在宅歯科保健医療体制の充実 

 定期的な歯科検診や保健指導、歯科医療を受けることが困難な在宅療養患者

を対象とした在宅歯科保健医療体制の充実を図ります。 

 〈実施主体：歯科医師会、医療機関、訪問看護ステーション、地域包括支援 
       センター、介護保険事業所、保健所、市町〉 
 

■必要な情報の提供、相談・支援 

 在宅療養の必要な高齢者、難病・小児慢性疾患等の患者や家族に対して、適

切な疾病や在宅療養に関する情報、介護保険や障害福祉サービスに関する情報

を提供するとともに、電話や面接、訪問等による相談・支援を行います。 
 また、ＡＣＰを普及・啓発し、患者の意思が尊重される環境の整備を図りま

す。 
 〈実施主体：医師会、医療機関、歯科医師会、薬剤師会、訪問看護ステーシ 
       ョン、地域包括支援センター、介護保険事業所、市町、保健所〉 
 
■人材育成 

 在宅療養支援を行う関係者、医療機関の職員、介護保険事業所の職員、市町
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の保健・介護保険・障害福祉担当職員、保健所職員等の資質向上を図ります。 
      〈実施主体：難病相談・支援センター、保健所、市町、医師会等〉 
 
■医療依存度の高い人への災害時支援 

 人工呼吸器装着者など医療依存度の高い人に対して、関係機関と連携して支

援体制を構築します。 
         〈実施主体：医療機関、市町（消防機関を含む）、保健所等〉 
 
■身寄りのない高齢者等への円滑な医療・保健・福祉サービス提供体制の整備 

 増加する独居など身寄りのない高齢者等が円滑に入院・治療や施設入所等が

できるよう、地域の実情に応じた入退院支援ルールを策定し、市町等の関係機

関による連携体制を検討、整備するとともに、新たな課題に対する検討を進め

ます。 
〈実施主体：保健所、市町、県福祉事務所、医療機関、老人保健施設等〉 

 
＊ＡＣＰとは：医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされた上で、人生の最終段階におけ 

       る医療やケアについて、本人が家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロ 

       セス。Ａｄｖａｎｃｅ Ｃａｒｅ Ｐｌａｎｎｉｎｇの略。 
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県央保健医療圏 
 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数          528,558 人 

人口増減率（H27～R2） △0.1％     [1.1％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳  60,080 人（11.4％）  [12.0％] 

15～64 歳 303,620 人（57.4％）  [60.8％] 

65 歳～   150,438 人（28.5％）  [27.1％] 

出生数（人）    3,118 人 

出生率（人口千対）     5.9      [ 6.4] 

死亡数（人）    5,649 人 

死亡率（人口千対）    10.7      [10.5] 

データソース 

 （人口）令和２年国勢調査 人口等基本集計 

 （出生・死亡）令和３年人口動態総覧 
保健所 鴻巣保健所 
圏 域 

（市町村） 
鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

取組名 健康危機管理体制の整備充実  

【現状と課題】 

 大規模災害や新型インフルエンザなどの新興・再興感染症、新型コロナウイ

ルス感染症などの未知の感染症、食中毒などは、地域住民の生命や健康に重大

な影響を及ぼすとともに、地域社会に対しても深刻な悪影響をもたらします。 
 これまで、我が国は幾度となく大規模災害に見舞われ、甚大な被害が発生し

てきました。平成７年に発生した阪神・淡路大震災では約５万人の死者・負傷

者が、平成２３年の東日本大震災では２万５千人を超える死者・負傷者が発生

しました。 
 また、平成２１年に発生した新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）による県

内の医療機関受診患者数は約１０８万人に達したと推計されています。 

 大規模災害は今後も発生することが指摘されており、新型インフルエンザも

１０年から４０年に１度発生すると言われています。 

 このような必ず発生する健康危機事案に対応するためには、迅速・的確な保

健医療活動を行うための被害状況等の情報収集・共有体制を整備する必要があ

ります。また、そのためには平時から関係機関が「顔の見える関係」を形成し

ておくことが重要です。 
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 近年、食に対する嗜好は多様化しています。と同時に、食の安全に対する住

民の関心も高まっています。市場には、多種多様な食品が流通していますが、

食品事故による健康被害を防ぐため、食品の安全性の確保が重要となります。 

 

【施策の方向（目標）】 

関係機関等による「顔の見える関係」を形成し、健康危機管理体制の充実を

図るとともに、健康危機管理対策の強化を図ります。 
 

【主な取組及び内容】 

■地域における健康危機管理体制の充実強化 
 平時から関係機関・団体による「顔の見える関係」を形成し、情報収集・共

有体制を整備するとともに、関係機関の連携体制を構築し大規模災害や新興・

再興感染症の発生等に備えた健康危機管理体制を充実します。 
 また、研修や訓練の実施により、健康危機事案の発生に備えます。 
  〈実施主体：保健所、市町、医師会、歯科医師会、薬剤師会、医療機関等〉 
 
■災害時の地域における医療救護体制・保健衛生活動体制の整備 
 平時から市町の健康危機管理対策の充実を支援します。 
 また、県及び各市町の地域防災計画等に基づいた医療救護体制、保健衛生活

動体制を整備します。 
 〈実施主体：保健所（県災害対策本部・支部を含む）、市町（消防機関を含む）、 
       医師会、歯科医師会、薬剤師会、医療機関等〉 
 
■食品の安全性の確保及び薬物乱用防止対策の推進 
 食品等事業者に対してＨＡＣＣＰ（＊）導入後の運用について助言するとと

もに、新規事業者に対してＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入を支援し、食品

営業者の自主管理による食中毒防止を推進します。 
 また、薬物乱用による健康被害を防止するため、予防啓発の充実強化を図り

ます。 
    〈実施主体：保健所、市町、医師会、薬剤師会、教育委員会、学校等〉 
 
■感染症対策の推進 

 感染症の正しい知識の普及啓発やサーベイランスによる流行情報等の提供に

より、感染症の予防対策を推進します。また、予防接種の円滑な実施を推進し

ます。感染症の発生時には関係機関の連携により拡大防止を図ります。 
 〈実施主体：保健所、市町、医師会、歯科医師会、薬剤師会、医療機関、児 
       童福祉施設、幼稚園、学校等〉 
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＊ＨＡＣＣＰとは：食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握した上  

で、原材料の入荷から製品の出荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又は低

減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようする衛生管理の手

法。Ｈａｚａｒｄ Ａｎａｌｙｓｉｓ ａｎｄ Ｃｒｉｔｉｃａｌ Ｃｏｎｔｒｏｌ 

Ｐｏｉｎｔの略。 
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県央保健医療圏 
 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数          528,558 人 

人口増減率（H27～R2） △0.1％     [1.1％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳  60,080 人（11.4％）  [12.0％] 

15～64 歳 303,620 人（57.4％）  [60.8％] 

65 歳～   150,438 人（28.5％）  [27.1％] 

出生数（人）    3,118 人 

出生率（人口千対）     5.9      [ 6.4] 

死亡数（人）    5,649 人 

死亡率（人口千対）    10.7      [10.5] 

データソース 

 （人口）令和２年国勢調査 人口等基本集計 

 （出生・死亡）令和３年人口動態総覧 
保健所 鴻巣保健所 
圏 域 

（市町村） 
鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

取組名 新興感染症対策  

【現状と課題】 

 令和元年（２０１９年）に中国で確認された新型コロナウイルス（ＳＡＲＳ

－ＣｏＶ－２）が世界的に流行（パンデミック）し、令和２年（２０２０年）

にＷＨＯ（世界保健機関）が国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（ＰＨ

ＥＩＣ）を宣言しました。令和５年（２０２３年）５月に同宣言が解除される

までに本県において約１８０万人が検査で陽性となりました。このパンデミッ

クにおいては、これまでの感染症では想定していなかった対応が求められまし

た。 
 新型コロナウイルス感染症対応の課題等を踏まえ、保健所では健康危機対処

計画（感染症編）を策定し、保健所の体制整備や関係機関との連携強化を推進

します。 
 保健所と関係機関が連携して、新たな感染症発生時に迅速に対応できる体制

の構築が必要です。 

【施策の方向（目標）】 

新興感染症の発生に備え、感染症に罹患しても迅速に良質かつ適切な検査・

治療を受けることができ、感染拡大を最小限に抑えることができる体制を構築
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します。 
 

【主な取組及び内容】 

■検査・医療提供体制の整備 

 感染症法に基づく医療措置協定の締結を推進するとともに、医療機関等と連

携して、発熱外来の設置、自宅療養者・高齢者施設等への往診及びオンライン

診療等の検査・医療提供体制の整備に努めます。 
 〈実施主体：保健所、医師会、薬剤師会、医療機関、訪問看護事業所等〉 

 
■関係機関等との連携強化 

 健康危機発生に備えて、既存の会議や研修、訓練等のあらゆる機会を通じて、

平時から「顔の見える関係」を築くことにより、持続した協力体制を確保しま

す。 
 〈実施主体：保健所、市町（消防機関を含む）、医師会、歯科医師会、薬剤師 
       会、医療機関等〉 
 
■感染症に関する知識・対応力の向上 

 会議・研修・ホームページ等を活用し、新たな感染症に関する知見や予防対

策について情報共有を図ります。感染対策向上加算に係る届出医療機関との地

域連携会議や訓練等を通じ、感染制御に関する専門的な知識を有する医療従事

者等との関係を構築し、関係者の感染症対応力の向上を図ります。 
 〈実施主体：保健所、市町（消防機関を含む）、医師会、歯科医師会、薬剤師 
       会、医療機関等〉 
 


